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社会保障はよくならず、経済も財政も共倒れになる―。

日本共産党の志位和夫委員長は２月１０日の衆院予

算委員会で、消費税率１０％への大増税を押し付ける

政府の論拠を突き崩し、消費税に頼らずに社会保障拡

充と財政危機打開の展望を開く道を示しました。

消費税増税５％のうち、社会保障の充実のために充てら

れるのはわずか「１％程度」（岡田副総理の答弁）。

一方、社会保障の切りすては当面２･７兆円、その先は６

兆～１０兆円にも。「社会保障の水準全体が引き上がると

はいえない」という志位委員長の質問に、副首相も厚労相

も全体の水準が上がるとは答弁できませんでした。
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日本共産党の見解を紹介します。

●真実がわかる 明日が見える―「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。（日刊紙3400円/日曜版800円）

社会保障の安定財源という政府の主張に対して、志位氏

は、９７年に消費税率を５％に増税しても、「税収は１４

兆円以上も落ち込んだ」「消費税を増税しても、経済が悪

くなれば、全体の税収は減る」と指摘。今回は消費税率１

０％、年金削減、年金・医療・介護の保険料アップなどで

国民負担増が２０兆円を超えるもので、「橋本内閣時を上

回る破壊的な経済政策になる。消費がますます冷え込み、

景気がいっそう悪くなることは明らかだ」と追及しました。

（写真）質問する志位和夫委員長＝２月10日、衆院予算委員会



志位氏は、中小企業４団体の調査

で、50～71％の中小企業が消費税引

き上げの場合、販売価格に転嫁でき

ないと答えていることを紹介し、現

在でも「身銭を切って」消費税を納

めている実態を明らかに。

内需の柱となる家計、中小企業に

打撃を与える消費税の大増税は「日

本経済を破たんに追い込み、財政破

たんもいっそうひどくする。断固反

対する」と強調しました。

どうやって社会保障充実と財政危機打開をすすめるか―

志位氏は、ムダ遣いを一掃して富裕層・大企業優遇をた

だし、次の段階では力に応じて国民全体で支える日本共

産党の提言を紹介。

所得が１億円を超えると、逆に所得税負担率が下がる

ことを指摘し、証券優遇税制の延長をやめ、高額所得者

は欧州並みの30％にすることを求めました。

志位氏は、中小企業の73％は赤字で法人税

減税は大部分が大企業の恩恵だと指摘。「こ

れでどうして雇用や投資につながるのか」と

迫りましたが、首相はまともに答弁できず、

１・４兆円にのぼる新たな法人税減税に道理

がないことが明らかに。

さらに、「企業が投資先を選ぶとき最も重

視するのは需要だ」と指摘し、消費税増税は

内需をさらに落ち込ませる。国内投資をさら

に減らし、産業空洞化、雇用減をさらに深刻

にし、それがいっそうの内需の落ち込みにつ

ながると批判し、大企業減税バラマキは中止

し、大企業優遇税制を見直すよう要求。

政治の姿勢を変えれば、消費税に頼らなく

ても、社会保障拡充と財政再建の道は開かれ

ると主張しました。


